
令和７年度 予算編成方針 

 
１ 本市財政を取り巻く状況 

国の「月例経済報告」（令和６年８月）によると、雇用・所得環境が改善

する下で、今後も景気の緩やかな回復が続くことが期待されるが、海外景気

の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっており、物価上昇、中東

地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある

とされている。また、「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」（令和６

年６月２１日閣議決定）においては、地方の安定的な財政運営に必要な一般

財源の総額は、前年度の水準を下回らないよう実質的に同水準が確保される

ことが見込まれる一方で、財政健全化の「旗」を下ろさず、また経済あって

の財政との考え方の下、生産性向上、労働参加拡大、出生率の向上を通じて

潜在成長率を高めることで、経済再生と財政健全化の両立を図っていく姿勢

が示されている。  
 他方で、本市においては、これまで歳入の確保と歳出の充実の両立を目指

し、以下の取組を実施してきた。  
歳入の面では、税収確保と収納率向上に取り組み、市税全体の収納率は、

平成２５年度は９０．６％であったものが、令和５年度には９８．２％（７．

６ポイント増）まで向上し、市税全体の収入額についても、平成２５年度か

ら令和５年度の合計で、約７４２億円の大幅な増収となっている。また、市

有地の積極的な売却による財源の確保に加え、施設整備基金の活用等による

市債発行の抑制、土地開発公社の借入金残高の圧縮（１０年間で約４０７億

円減）等により、市全体の借入金残高の削減を実施してきた。これらの取組

を通じ、歳入の確保、財政の健全化、将来世代の負担軽減に努めてきたとこ

ろである。  
 歳出の面では、３大プロジェクトを順調に進めるとともに、中核市のメリ

ットを最大限に活かしながら、子育てしやすいまちづくり、保健・医療の充

実、市内経済の活性化、地域の特性を活かした都市基盤整備、生物多様性に

富んだ自然環境の保全、教育力の向上、デジタルトランスフォーメーション

（DX）の推進、持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けた取り組み、防災・

減災対策、防犯対策などの「川口の元気」を生み出す、様々なまちづくり施

策を積極的に実施してきた。  
 こうした累次のまちづくり施策の展開により、本市は、住みやすいまちと

して高い評価を受けてきたが、長引く物価の高騰や人件費の上昇等による経

常経費の増加や老朽化に伴う公共施設の改修等による普通建設事業費の増
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加、加えて金利のある世界の到来による公債費の今後の増加が見込まれる

中、本市の財政運営はこれまでになく厳しい局面を迎えている。  
今後も本市が「さらなる選ばれるまち川口」として継続して成長、発展し

ていくためには、変化する社会情勢や市民ニーズを真摯に把握し、限られた

財源を効率的・効果的に活用しながら、真に必要な重要施策を持続可能なか

たちで展開していくとともに、これまで以上に財政規律を徹底し、財政基盤

を強化していかなければならない。 

 

２ 基本方針 

本市は、「さらなる選ばれるまち川口」であり続けるため、様々なまちづく

り施策を積極的に実施してきたが、人件費の上昇や物価の高騰など、経常経費

の増加による財政の硬直化が一層懸念される状況となり、限られた財源の使途

において、選択と集中がより求められている。また金利のある世界の到来によ

り、市債発行はこれまで以上に将来的な公債費負担につながることから、財政

規律を徹底し、計画的な財政運営に努めることとする。  
 以上のことを踏まえ、令和７年度予算編成の基本方針は、以下のとおりとす

る。  
（１）「さらなる選ばれるまち川口」の実現に向け、以下に掲げる施策を推進

すること。 

ア 生物多様性の保全に配慮した自然保護 

イ 中核市として風格のある文化や芸術の高揚  
ウ 市産品の周知その他の経営支援や市内事業者の競争力による市内経済

好循環の創出、市内雇用を活性化する働きやすいまちづくり   
エ 保育・教育等に係る多様な環境やニーズを踏まえた、子ども、子育て

世代への支援  
オ 市民の安全・安心な生活を支え、地域の課題解決に資する都市基盤整

備、防災・減災対策、防犯対策  
（２）中長期的な視点に立ち、誰一人取り残さない持続可能な未来への歩みを

進めるため、DX の推進、ゼロカーボンシティの実現、多様性が尊重される

包摂社会の実現、持続可能な開発目標（SDGs）の達成などに資する施策を

積極的に検討すること。  
（３）物価高騰により経常経費の増加が見込まれる中、限られた財源で効率的・

効果的な行政運営を行うため、既存事業については、過去の決算や執行状

況を踏まえた予算額を要求することを前提とする。加えて、創意工夫によ

る経費削減はもとより、変化する社会情勢や市民ニーズ等を十分に踏ま
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え、これまでの成果、事業の必要性、効率性、有効性などを根本に立ち返

って吟味し、廃止を含め、必要な見直しや再構築を行い、事業の新陳代謝

を高めたうえで予算要求を行うこと。  
（４）公共施設等については、限られた市域における最適な配置を実現し、財

政負担の平準化を図る観点から、更新・統廃合・長寿命化等を計画的に行

うことが重要である。とりわけ、施設等の更新や大規模改修を行うに当た

っては、当該施設等が提供するサービスと、更新等に係る負担及びその財

源との適切なバランスは取れているか、華美な仕様になっていないか、統

廃合、複合化、転用等の方が適正規模・最適配置とならないかなど、必要

に応じて事前に関係部局と協議等を行い、十分に検討したうえで予算要求

を行うこと。  
（５）事業に要する財源は自らが確保する意識を持ち、「歳入の確保があって

の歳出」であることを念頭に、既存事業を含め、充当可能な国や県の補助

金等を再度精査して最大限の活用を図るとともに、市税や国民健康保険税

等の収納率の向上に引き続き取り組むこと。また、具体的な利活用手段の

ない市有地等の売却や、ふるさと納税の拡充に加え、柔軟な発想による新

たな財源の発掘、獲得に努めること。  
（６）国・県の予算編成及び制度変更等の動向を注視し、迅速かつ的確な対応

を図るとともに、他の自治体等の先進事例を積極的に情報収集し、高度か

つ効率的な市政運営に努めること。また、川口市総合計画をはじめとする

市が掲げる各計画の趣旨に沿って、予算要求を行うこと。  
（７）働き方改革や長時間勤務の削減の観点を踏まえ、更なる効率的・効果的

な予算編成事務の推進を図るため、予算関係資料の提出やヒアリング等に

当たっては、課題、ポイント、論点等を明確にすること。  
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